
経 営 企 画 課 
下 水 道 計 画 課 

（東部・西部地域下水道事務所） 
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１．下水道事業の沿革 

 昭和27年８月   事業着手（船見処理区） 

 昭和33年度    地盤沈下対策下水道事業推進 

 昭和39年６月   新潟地震被災（42年に全施設の復旧を完了） 

 

昭和42年～46年度 第２次下水道整備五箇年計画（重点項目として、旧市街地の排

         水不良の解消及び新市街地の浸水対策） 

 

 昭和42年４月   船見下水処理場運転開始 

 昭和43年～44年度 下水道全体計画を策定し、４処理区（船見・中部・東部・北部処 

          理区に大別） 

 

昭和46年～50年度 第３次下水道整備五箇年計画（重点項目として、水質汚濁防止

         対策・生活環境の改善・新市街地の浸水対策） 

 

 昭和46年     船見処理区の面整備完了 

 昭和48年７月   中部下水処理場建設に着手 

 昭和48年11月   船見下水処理場増設に着手 

 

昭和51年～55年度 第４次下水道整備五箇年計画（重点項目として、水質汚濁防止

         ・生活環境の改善・浸水対策） 

 

 昭和52年10月   船見下水処理場増設（処理能力60,000 ／日）完成 

 昭和54年12月   受益者負担金条例の公布 

 昭和55年７月   中部下水処理場（１系列30,000 ／日）の運転開始に伴う万代地区

          を処理開始 

 昭和55年10月   信濃川下流流域下水道新潟浄化センター（12分の１系列25,200  

          ／日）が供用し，山の下地区を処理開始 

 

昭和56年～60年度 第５次下水道整備五箇年計画（重点項目として、水質汚濁防止

         ・生活環境の改善・浸水対策） 

 

 昭和56年４月   中部下水処理場増設（処理能力２系列60,000 ／日） 

昭和58年４月   新津浄化センターの運転開始 

 昭和59年４月   中部下水処理場増設（処理能力３系列90,000 ／日） 

            姥ケ山・下所島・白山排水区及び新潟第２・３処理分区の 

           一部を処理開始 
 

 昭和60年４月   中部下水処理場増設（処理能力４系列120,000 ／日） 

 

昭和61年～    第６次下水道整備五箇年計画（重点項目として、水質汚濁防止

   平成２年度 ・生活環境の改善・浸水対策） 

 

 昭和62年度２月  島見地区の特定環境保全公共下水道事業に着手 

 平成２～４年度  平成22年を目標年次とする下水道全体計画の策定 

 平成３年２月   特定環境保全公共下水道（島見地区）処理開始 

 

平成３年～７年度 第７次下水道整備五箇年計画（重点項目として、水質汚濁防止

         ・生活環境の改善・浸水対策及び普及率アップ） 

 

 平成４年１月   特定環境保全公共下水道事業（赤塚処理区）の着手 

 平成４年３月   山の下排水区の雨水排除改善事業に着手 

 平成４年10月   西川処理区を追加し、全市を５処理区に大別 

 平成５年２月   船見処理区の雨水排除改善事業の着手と曽野木及び姥ケ山排水区の

         事業着手 

 平成５年３月   阿賀野川流域下水道関連公共下水道（北部処理区）の事業着手 

 平成５年７月   中部下水処理場増設（処理能力５系列180,000 ／日） 

          （坂井輪排水区の一部を供用開始） 

 平成６年３月   特定環境保全公共下水道（赤塚処理区）処理開始 

 

平成８年～14年度 第８次下水道整備七箇年計画（重点項目として、人口普及率の向 

                  上・雨水改善事業の推進・施設の更新） 

 

平成８年１月   西川流域下水道関連公共下水道（西部処理区）事業着手 

平成９年12月   白根処理区の事業着手 

平成10年３月   中部処理区の五十嵐排水区の事業着手と白山・関屋雨水排除改善事

         業着手 

平成10年３月   新井郷川浄化センターの運転開始 

 平成10年４月   阿賀野川流域下水道関連公共下水道（北部処理区）処理開始 

 平成10年４月   ポンプ場管理センターの運転開始 

 平成10年５月   白山公園ポンプ場の運転開始 

 平成10年８月   8.4集中豪雨水害（総合的な雨水対策整備の推進） 

 平成11年７月   中部処理区の坂井輪排水区の雨水排除改善事業に着手 

 平成11年８月   8.12集中豪雨水害（２年連続の集中豪雨を踏まえ、公共施設など雨

         水対策整備の拡充・推進） 

 平成12年４月   雨水流出抑制施設設置助成の開始 

 平成13年12月   船見処理区の雨水排除改善事業の概成 
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 平成14年９月   新潟市公共下水道事業着手50周年記念式典 

平成14年９月   西川浄化センターの運転開始 

 平成15年３月   「にいがた下水道プラン」策定にPI導入 

 

平成15年～19年度 下水道整備新五箇年計画（にいがた下水道プラン)(重点項目とし

         て、処理区域の拡大、総合雨水対策の推進、施設の更新・再構築)

 

 平成15年９月   雨水流出抑制施設設置助成制度が国土交通大臣賞を受賞 

 平成15年９月   合流改善アドバイザー会議の設置 

平成16年３月   白根中央浄化センターの運転開始 

 平成16年４月   上新栄町汚水中継ポンプ場の運転開始 

 平成16年７月   関新ポンプ場の運転開始 

 平成17年７月   小新ポンプ場の運転開始 

平成18年４月   地方公営企業法を一部適用（公営企業化） 

 

平成20年～30年度 新潟市下水道中期ビジョン（３つの基本方針と９つの施策) 

  基本方針１ 美しい田園環境都市を守り育てる下水道 

  基本方針２ 安心・安全な暮らしを守る下水道 

  基本方針３ 市民と協働の力が育む下水道 

 

平成20年４月   防水板設置等工事助成の開始 

平成21年４月    住宅かさ上げ助成の開始 

平成22年６月    下山ポンプ場の運転開始 

平成23年４月    新潟市公設浄化槽制度の開始 

平成24年４月   新潟市公設浄化槽制度（引取制度）の開始 

平成24年４月   農業集落排水事業の下水道事業会計での経理開始 

平成24年７月   駐車場かさ上げ助成の開始 

平成25年１月   消化ガス発電の開始 

平成25年２月 田んぼダムの整備開始 

平成25年４月   排水設備工事配管延長助成の開始 

平成25年６月 新潟市バイオマス産業都市構想の認定 

平成25年９月  消化ガス発電の取組みが国土交通大臣賞「第６回循環のみち下水道

賞」を受賞 

平成25年10月   木戸雨水貯留施設の供用開始 

 

平成26年度～平成30年度 新潟市下水道中期ビジョン[改訂版]（３つの基本方針と９

つの施策） 

   基本方針１ 安心・安全な暮らしを守る下水道 

   基本方針２ 美しい田園環境都市を守り育てる下水道 

   基本方針３ 市民と協働の力が育む下水道 

 

 平成27年７月 市役所前バスターミナル歩道部下水熱を利用した融雪施設の運転開

始 

 平成28年３月 秋葉区小須戸地内の花ステーション下水熱を利用した空調設備の運

転開始 

平成28年４月   県内で初となるマンホールカードの配布を開始 

 平成28年６月 下水汚泥と刈草の混合消化開始 

 平成28年９月 下水熱を利用した歩道融雪が国土交通大臣賞「第９回循環のみち下

水道賞」を受賞 

平成28年10月   南万代小学校にマンホールトイレ設置完了 

平成29年10月   新潟柳都中学校にマンホールトイレ設置完了 

平成30年３月     ヒートポンプレスで低LCCと高COPを実現する下水熱融雪システムに

関する研究が下水道革新的技術実証事業にて採択 

平成30年９月   新潟市下水道ストックマネジメント計画策定 

平成30年12月   ヒートポンプレスで低LCCと高COPを実現する下水熱融雪システムに

関する研究の実証実験施設完成・データ収集開始 

 

2019年度～2028年度 第二次新潟市下水道中期ビジョン 

  施策１ 下水道施設の機能確保と計画的な改築 

  施策２ 雨に強い都市づくり 

  施策３ 地震・津波対策の推進 

  施策４ 総合的な汚水処理の推進・合流式下水道の改善 

  施策５ 下水道資源の有効利用 

  下水道経営（財政・人材・広報） 

 

平成31年３月   白根水道町ポンプ場の運転開始 

令和元年６月   大石2号貯留管の供用開始 

令和２年３月   小須戸調整池の供用開始 

令和２年３月   山田雨水ポンプ場の運転開始 

令和２年９月   「音が伝える！ひとが伝える！下水道の魅力～ポジティブＰＲ作戦

～」が国土交通大臣賞「第13回循環のみち下水道賞」を受賞 

令和３年４月   下水道と合併処理浄化槽の二本柱による総合的な汚水処理を開始 

（市街化調整区域のみ） 

 令和４年８月   8.4集中豪雨水害（東区大山ポンプ場で124.5mm/hを記録、局所浸水

対策を推進、抜本対策の検討を加速化） 

令和５年３月   横越調整池の供用開始 
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２．下水道計画 

下水道計画区域は、全体計画面積約 20,302.21ha を対象とし、４つの流域関連公共下水道と３つの単独公共下水道に大別して整備を進めてい

る。 

処理区等 
公共下水道 

の名称等 

全体計画 事業計画 

面積 

(ha) 

人口 

(人) 

汚水量 

( /日) 

面積 

(ha) 

人口 

(人) 

汚水量 

( /日) 

単独 

船見 465.90 29,020 37,800 411.90 31,581 39,000

中部 4,384.26 215,960 160,000 3,941.11 228,213 159,200

白根 931.00 24,617 11,910 374.70 11,756 5,020

信濃川下流流域 

新潟処理区 
東部 

東部 3,859.90 133,760 74,478 3,113.77 135,880 70,391

横越 384.30 10,730 5,219 365.39 10,940 5,308

亀田 1,083.20 32,500 16,707 840.52 33,110 16,723

信濃川下流流域 

新津処理区 
新津 

新津 1,851.30 56,180 24,693 1,823.30 64,067 27,957

小須戸 330.70 7,936 3,852 318.10 9,036 4,319

阿賀野川流域 

新井郷川処理区 
北部 

北部 1,432.75 22,827 16,124 863.80 19,403 12,090

豊栄 1,493.20 40,400 16,867 802.20 26,659 10,919

西川流域 

西川処理区 
西部 

西部 1,167.80 38,579 18,431 1,142.74 39,619 18,823

黒埼 657.30 26,474 13,664 655.17 27,482 13,859

西川 377.80 7,371 3,499 206.68 5,690 2,625

岩室 262.60 5,074 2,557 195.52 5,085 2,494

味方 240.65 3,346 1,555 239.10 3,978 1,803

潟東 240.95 3,603 1,771 138.07 2,563 1,225

月潟 126.40 2,267 1,552 107.00 2,214 1,437

中之口 261.20 3,262 1,953 135.76 2,112 1,147

巻 751.00 17,518 8,243 200.11 6,502 3,038

特定環境保全 島見 0 0 0 0 0 0

計  20,302.21 681,424 420,875 15,874.94 665,890 397,378

 ※島見特環は、北部公共（新井郷川処理区）に編入。 
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３．令和４年度末の公共下水道整備状況  

 

地区別 
行政区域内 

人口(人) 

処理区域内 

人口(人) 

下水道処理 

人口普及率 

(%) 

都市浸水対策 

整備対象区域面積

(ha) 

都市浸水対策 

整備済区域面積 

(ha) 

都市浸水 

対策達成率 

(%) 

計画雨水整備水準 

新潟 478,584 460,502 96.2 7,649.33 4,696.39 61.4 5～10 年 33～50 ㎜/h  

黒埼 26,309 22,589 85.9 356.40 279.73 78.5 7～10 年 40～50 ㎜/h 

新津 65,748 62,797 95.5 820.44 348.83 42.5 5～7 年 36～48 ㎜/h 

白根 35,748 12,464 34.9 224.90 224.90 100.0 10 年 50 ㎜/h 

豊栄 45,896 32,061 69.9 275.33 219.53 79.7 10 年 50 ㎜/h 

小須戸 9,129 9,022 98.8 133.37 133.37 100.0 5 年 38 ㎜/h 

横越 12,131 11,766 97.0 191.40 82.53 43.1 5～10 年 33～50 ㎜/h 

亀田 35,684 35,612 99.8 677.90 224.64 33.1 5 年 33 ㎜/h 

岩室 7,889 4,906 62.2 － － － － 

西川 10,531 6,264 59.5 － － － － 

味方 3,980 2,803 70.4 － － － － 

潟東 4,989 1,797 36.0 － － － － 

月潟 3,310 1,281 38.7    － － － － 

中之口 5,296 1,414 26.7 － － － － 

巻 25,639 6,692 26.1 － － － － 

合 計 770,863 671,970 87.2 10,329.07 6,209.92 60.1  

 

 

 

 

 ※都市浸水対策達成率：概ね 5 年確率降雨に対応した整備完了区域の割合

        処理区域内人口(人) 
下水道処理人口普及率＝ 

        行政区域内人口(人) 

          都市浸水対策整備済区域面積(ha) 
都市浸水対策達成率 ＝ 

           都市浸水対策整備対象区域面積(ha) 
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４．下水処理場計画概要 

 ○流域関連公共下水道 

 

 

新潟浄化センター 

信濃川下流流域下水道 

（新潟処理区） 

新津浄化センター 

信濃川下流流域下水道 

（新津処理区） 

新井郷川浄化センター 

阿賀野川流域下水道 

（新井郷川処理区） 

西川浄化センター 

西川流域下水道 

（西川処理区） 

所在地 東区下山 3-680 秋葉区古田ﾉ内大野開字鰌池 2 北区名目所 1-167  西区笠木 3392 

敷地面積(㎡） 234,000 (234,000) 143,800 (143,800) 126,500 (126,500) 144,700 (144,700) 

計画処理面積(ha)   5,327  ( 4,320)   3,567  ( 3,125)   8,074  ( 6,447)   5,093  ( 4,028) 

計画処理人口(人) 176,990 (179,930) 93,935 (101,499) 158,607 (150,611) 129,986 (121,832) 

処理方式 標準活性汚泥法 標準活性汚泥法 標準活性汚泥法 標準活性汚泥法 

処理 

能力 

晴天時日最大 

下水量( /日) 

                  

雨天時下水量( /日) 111,300 (107,300) － － － 

流入予定水質 
BOD（mg/l） 208 (209) 240 (250) 285 (270) 240 (237) 

SS （mg/l） 184 (174) 168 (200) 250 (240) 189 (184) 

処理予定水質 
BOD（mg/l）  15 (15)  6 (10)  15 (15) 15 (15) 

SS （mg/l）  5 (5)  20 (20)  30 (30) 30 (30) 

○単独公共下水道  

 

 

 

船見下水処理場 

単独公共下水道 

（船見処理区） 

中部下水処理場 

単独公共下水道 

（中部処理区） 

白根中央浄化センター 

単独公共下水道 

（白根処理区） 

島見浄化センター 

特定環境保全公共下水道 

（島見処理区） 

所在地 中央区船見町 1-3850-2 中央区太右ェ門新田 1422-3 南区根岸 2124 北区島見町 3700-1 

敷地面積(㎡） 18,260  ( 18,260) 175,100 (175,100) 47,700 (47,700) 5,800 (5,800) 

計画処理面積(ha)    466  (    412)   4,384 (  3,941) 931 (   375) 56.47 (56.47) 

計画処理人口(人) 29,020  ( 31,581) 215,960 (228,213) 24,617 (11,756) 2,280 (2,280) 

処理方式 標準活性汚泥法 標準活性汚泥法 標準活性汚泥法 ｵｷｼﾃﾞｰｼｮﾝﾃﾞｨｯﾁ法 

処理 

能力 

晴天時日最大 

下水量( /日) 

        

雨天時最大下水量( /日) 126,135 (132,255) 381,482 (397,021) － － 

流入予定水質 
BOD（mg/l） 87 (87) 157 (148) 250 (230) 200（200） 

SS （mg/l） 122 (122) 125 (119) 220 (190) 200（200） 

処理予定水質 
BOD（mg/l） 15 (15) 15 (15) 15 (15) 20（20） 

SS （mg/l） 13 (13) 14 (14)  20 (20) 30（30） 

計画水量  
処理能力  96,500 

 92,500 

92,500 
44,300 

46,700 

46,700 
84,700 

76,300 

76,300 
67,000 

60,950 

67,000 

※（ ）内数値は下水道法上の事業計画値 

※島見浄化センターは、島見処理区が新井郷川処理区へ編入完了後、廃止予定 

37,800 
39,000 

39,000 
160,000

159,200 

160,000 

5,020 

8,750 

計画水量  
処理能力  11,910 

965 

1,000 
1,000 
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５．水洗化の普及促進 

 公共下水道が整備され、処理開始の公示がされた区域では、下水道法によ

りくみ取り便所及び浄化槽便所を水洗便所に改造しなければなりません。 

 整備された下水道施設を活用いただくため、助成制度や融資制度を設け改

造工事を行う方々の負担を軽減し、水洗化の普及促進につとめています。 

 

（１) 水洗化普及の推移 

年     度 Ｓ42～Ｒ３ Ｒ４ 

処理区域戸数
単 年 度（戸） － 1,844

累   計（戸） 325,758 327,602

水洗 化戸 数
単 年 度（戸） － 2,722

累   計（戸） 298,902 301,624

水 洗 化 率
単 年 度（％） － 0.31

累   計（％） 91.76 92.07

 

（２） 制度の運用状況                                 [金額：千円] 

年度 

水 洗 便 所 

改造 助成 金 

排水設備(共同管) 

工 事 助 成 

排 水 設 備 

設置資金融資 

件数 助成金額 件数 助成金額 戸数 件数 融資金額 

30 241 7,030 23 15,366 224 18 9,070

R1 174 4,920 41 19,547 351 9 4,820

R2 98 2,970 24 10,656 181 5 2,240

R3 107 3,100 17 10,130 121 12 6,220

R4 87 2,590 10 4,663 63 9 4,067

 

 (３)  助成金・融資制度の概要 

ア 水洗便所改造助成金（新築及び法人、官公庁は除く） 

・ 処理開始の日から１年以内に改造したものには、 

くみ取り便所 ・・・ 便槽１槽につき３万円 

     浄化槽便所   ・・・  浄化槽１槽につき３万円を助成します。 

・ 処理開始の日から１年を超え、３年以内に改造したものには、 

くみ取り便所 ・・・ 便槽１槽につき２万円 

     浄化槽便所   ・・・  浄化槽１槽につき２万円を助成します。 

※ 私道公共下水道で、処理開始の日に工事が完了していない場合は、

工事完了の日を処理開始の日とします。 

※ 平成２１年度から生活保護世帯に対しては、水洗便所改造に係る工

事費を全額助成（基準工事費以内）。 

 

イ 共同排水設備（共同管）工事助成（新築及び法人、官公庁は除く） 

・ ２戸以上が共同で排水設備を設置又は補修をする場合、共同部分の

工事費（基準工事費以内）の５分の４を助成します。 

・ 貸家等については３戸以上が共同で排水設備を設置する場合、処理

開始の日から１年以内に工事をしたものは共同部分の工事費（基準

工事費以内）の４分の３を助成、１年を超えたものには同工事費の

３分の２を助成します。 

※ 私道公共下水道で、処理開始の日に工事が完了していない場合は、

工事完了の日を処理開始の日とします。 

 

 ウ．排水設備工事配管延長助成（新築及び法人、官公庁は除く） 

  ・ 敷地が広く配管が長くなる場合や、隣家と境界を接しているため床

下などの屋内配管にせざるを得ない場合など、工事費が高額になる

ため、新設する配管の延長に応じて助成します。 

・ 屋外配管延長が２５ｍを超える場合 
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    （新設屋外配管延長ｍ－25ｍ）×7,200 円 

・ 敷地が狭い等の条件により屋内配管となる場合 

      新設屋内配管延長ｍ×6,400 円 

※ 屋外、屋内とも助成対象となる配管延長は３０ｍまで。 

 ※ 平成29年10月より、処理開始の日から3年以内の工事が助成対象。 

 

エ 融資制度（新築及び法人、官公庁は除く） 

・ くみ取り便所（排水設備工事を含む）の改造には、 

大便器１個の場合 ・・・ １００万円以内を融資します。 

※ 改造する大便器が１個増すごとに２０万円以内を増額できます。 

・ 浄化槽便所（排水設備工事を含む）の改造には、 

浄化槽１槽の場合 ・・・ １００万円以内を融資します。 

※ 改造する浄化槽が１槽増すごとに２０万円以内を増額できます。 

・ 返済方法と期間 ・・・ 元金均等月賦償還で６０ヶ月以内 

・ 利率 ・・・ 無利子 

※ 市は取扱金融機関に資金を預託し、利用者には金融機関から融資を

おこないます。 

 

オ 雨水流出抑制施設設置助成制度 

・ 雨水による浸水被害の軽減などを目的として、雨水流出抑制施設の

設置に対して助成をする制度です。 

・ 対象 ・・・・ 雨どいのある建物（公共下水道の事業計画区域内） 

・ 浸透桝 ・・・ １基につき２万円以内 

・ 貯留タンク（１基のみ助成、容量：100 以上） 

単独(浸透桝は設置せず)で市販の専用タンクを設置・・１万円以内 

浸透桝と同時に市販の専用タンクを設置・・・・・・・２万円以内 

単独(浸透桝は設置せず)で個人製作のタンクを設置・・１千円以内 

浸透桝と同時に個人製作のタンクを設置・・・・・・・２千円以内 

※ 上記の各助成及び融資を受けるには、市税、下水道受益者負担金・

分担金、下水道使用料を滞納していないことが条件となります。 

 

カ 私道公共下水道設置制度 

・ 私道が処理開始区域内等であり、一定の条件を満たしている場合は、

申請により私道に公共下水道を市が設置するものです。 

 

キ 防水板設置の工事助成 

・ 本制度は、浸水被害の軽減を図るため、住宅、店舗、事務所等の敷

地内に設置する防水板の工事に対して助成金の交付を行うものです。 

・ 助成対象者・・・新潟市内に家屋、店舗、事務所等を所有または 

                使用する方 

・ 助成区域・・・浸水被害(床上・床下・店舗・車庫浸水)が発生した 

       又は発生する恐れがある区域 

・ 助成率及び上限額 

助成率・・・１／２ 

上限額・・・５０万円(建物１棟当たり) 

 

ク 住宅かさ上げ助成制度 

  ・ 浸水被害から貴重な財産を守るため、住宅のかさ上げに対して助成

金の交付を行うものです。 

  ・ 助成対象者 ・・・新潟市内に住宅を所有する方 

  ・ 助成対象住宅・・・平成１０年８月４日及びそれ以降に床上浸水 

被害が発生した区域に存する住宅 

  ・ 助成対象工事・・・ 

〇揚家（既存住宅の土台上げ）：従前より１５ｃｍ以上 

    〇改築時の床上げ：基礎高６０ｃｍ以上 

    〇改築時の盛土：従前の地盤より３０ｃｍ以上のかさ上げ 

    〇新築は除く 

    〇建築物が建築基準法に基づく高さ及び斜線制限を越えないもの。 
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  ・ 助成率・・・１／２ 

・ 上限額・・・１００万円 

（標準工事単価×建築面積×１／２＝助成額） 

     支払額が標準単価より安価になる場合は、その支払額の１／２ 

標
準
単
価 

工法 揚家 改築かさ上げ 盛土 

㎡当り

単価 
65,300 円 

50cm 

未満 

～75 ㎝ 

未満 

75cm 

以上 2,200 円

5,100 円 8,100 円 13,500 円

 

ケ 駐車場かさ上げ助成 

・ 浸水被害から貴重な財産を守るため、駐車場のかさ上げに対して助

成金の交付を行うものです。 

  ・ 助成対象者 ・・・新潟市内に駐車場（住居と同一敷地内にあり、

居住者自らが使用する駐車場）を所有又は使用

する方 

  ・ 助成対象区域・・・浸水被害（床上・床下・車庫浸水など）が発生 

した又は発生する恐れがある区域 

  ・ 助成対象工事・・・既設の駐車場高より平均１０ｃｍ以上、かつ前 

面道路より平均１０ｃｍ以上のかさ上げを行 

う工事 

  ・ 助成率・・・１／２  

・ 上限額・・・１０万円 

（標準工事単価４，８００円×駐車場面積㎡×１／２＝助成額） 

     支払額が標準単価より安価になる場合は、その支払額の１／２ 
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６．下水道使用料 

昭和 39 年、船見処理区の処理開始（地震被災のため昭和 42年から徴収）

により、本市の下水道条例に、使用料に係る制度を規定しました。 

昭和 58 年 4 月から水道料金と下水道使用料の同時徴収を実施していま

す。 

（下水道使用料改定の経緯） 

・昭和 52年 3月 原因者負担の原則に沿って初めて使用料を改定 

・昭和 56 年 1 月 中部、流域の 2 処理場運転開始に伴う処理区の拡大

を要因として使用料を改定 

・昭和 59 年 4 月 資本費（地方債の元利償還金）の 14.6％を算入し使

用料を改定 

・昭和 62年 4月 資本費の 59.1％を算入し使用料を改定 

・平成 2 年 4月 資本費の 87.5％を算入し使用料を改定 

・平成 5 年 4月 資本費の 100.0％を算入し使用料を改定 

・平成 8 年 4月 同上 

・平成 12年 4月 同上 

・平成 16年 7月 同上 

（1）使用料の額（1 か月分） 

上記料金表で計算した額に、消費税相当額 10％を加算します。 

   

（2）使用料収納状況 

（公共下水道）                   （単位：千円） 

年度

区分 
30 R1 R2 R3 R4 

調定

額 
13,257,966 13,153,743 13,357,195 13,344,922 13,216,575

収入

額 
11,410,855 11,278,106 11,423,478 11,447,978 11,273,648

収納

率 
86.07% 85.74% 85.52% 85.79% 85.30% 

                                     

 

７．受益者負担金 

（１） 船見処理区内の下水道受益者を対象に建設費の一部を、受益者負担

金として徴収しました。 

・建設省令公布     昭和 44年 1月 31 日 

・負担率        対象事業費の 1／5 

・単位負担金額     １㎡当り 122 円 51 銭 

・賦課面積       411.9ha 

・ 〃 総額  321,743 千円 

・ 〃 決定年度     昭和 44年度～昭和 46年度 

（２） 中部下水処理場、新潟浄化センターの稼動に伴う新処理区対応とし

て条例移行し、順次賦課区域を拡大して徴収しました。 

・条例制定       昭和 54年 12 月 26 日 

・単位負担金額     １㎡あたり 300 円 

 

区     分 単     位 料金（税別）

一 

般 

汚 

水 

基 本 料 金 汚水の排除量 ０  ～   １０ １，１９０円

超 過 料 金

（１ につき）

汚水の排除量 １１  ～   ３０ １５８円

汚水の排除量 ３１  ～  １００ １９１円

汚水の排除量 １０１  ～  ５００ ２４６円

汚水の排除量 ５０１ 以上    ３１４円

公衆浴場汚水 汚水の排除量 １ につき   １４円
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（３）受益者負担金収納状況（収納年度別） 

（単位：千円） 

収納年度 調 定 額 収 納 額 収 納 率 

30 113,142 105,903 93.60%

R1 100,671 95,880 95.24%

R2 71,819 68,499 95.38%

R3 72,058 68,629 95.24%

R4 43,372 41,837 96.46%

 

８．受益者分担金 

 平成 17年 3月 21 日の 12 市町村との合併に伴い、新潟市でも平成 18年度

以降に都市計画決定されていない区域が処理開始されることから合併市町

村との均衡を図るため分担金条例を制定して徴収することとしました。 

・条例制定       平成 16年 12 月 24 日 

・単位負担金額     １㎡当り 300 円 

            （上限 23 万円） 

 

（１）受益者分担金収納状況（収納年度別） 

（単位：千円） 

収納年度 調 定 額 収 納 額 収 納 率 

30 57,467 54,026 94.01%

R1 39,431 36,561 92.72%

R2 35,618 33,909 95.20%

R3 21,250 20,200 95.06%

R4 19,294 18,735 97.10%

 

 

９．公設浄化槽 

 公共下水道の整備と比較して合併処理浄化槽による整備がコスト的に有

利な地域を指定し、市が個人の住宅ごとに浄化槽の設置及び維持管理を行う

ものです。この制度により、高齢化や人口減少など地域の実情・住民ニーズ

に合致した汚水処理の早期普及を目指しています。 

（１）事業期間 平成 23年度～令和 10年度（予定） 

（２）整備区域 公共下水道の事業計画区域、農業集落排水施設の処理区域

を除く地域のうち、市が公設浄化槽整備区域に指定した区域 

（３）対象住宅 専ら人の居住の用に供する家屋（戸建住宅、共同住宅）、 

及び家屋の延べ面積の 1／2 以上に相当する部分を専ら居住

の用に供する併用住宅（※事業所、店舗・事務所専用家屋、

販売目的の住宅等は除く。） 

（４）対象工事等 市の負担で設置し、維持管理する部分は下記のとおり。 

   ・公設浄化槽本体（設置工事費を含む） 

   ・送風機（ブロア）  

・管渠（浄化槽本体から前後 1ｍ以内） 

・最終汚水マス、放流マス 

   ※上記以外の排水設備等は個人負担による設置・維持管理 

（５）分担金 設置費の一部を分担金として受益者から徴収します。 

   ・5人槽  120,000 円 

・7 人槽  150,000 円 

・10 人槽  190,000 円 

（６）使用料 使用者から使用料を徴収します。（以下、税抜） 

   ・5人槽  3,340 円／月 

   ・7人槽  3,820 円／月 

   ・10 人槽  4,580 円／月 

（７）融資 公設浄化槽に接続するための排水設備工事費を無利子融資 

 ・融資内容は公共下水道接続の場合と同じ。 
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下 水 道 管 理 セ ン タ ― 
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1 下水排除基準に基づく監視・指導 

 工場・事業場排水の中には下水施設の損傷・機能低下あるいは下水処理機能を阻害し、処理場からの放流水の水質を悪化させるものがある。 

これを防止するために、適正な維持管理を行い、下水排除基準に適合した水質の排水を排除するように監視・指導している。 

 

特定施設設置等届出及び公共下水道使用開始届状況           立入水質検査状況 

年 度 

区 分 
Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

特 定 事 業 場 ４７６ ４５６ ４１９ ４００ ４００ 

一 般 事 業 場 １０９ １１２ １１２ １１５ １１９ 

合 計 ５８５ ５６８ ５３１ ５１５ ５１９ 

特定施設の届出は自動式車両洗浄施設が最も多く、次いで洗たく業の洗浄施設・科学技術に関する研究、試験、検査又は専門教育を行う事業場の洗浄

施設・飲食店の厨房施設となっている。 

一般事業場は大型店舗ビル・病院・学校・高齢者入所施設などが多い。 

 

令和４年度立入水質検査状況と指導状況 

分類 
基準超過事業場数

/対象事業場数 

基準超過件数 

/検査件数 
内訳（項目別延件数） 指導状況 

特定事業場多項目50  /日以上 ５/２１ ７/１３２ 
ｐＨ（３）・鉱油類（２）・動植物油（１）・フェノール類

（１） 

注意書（１）・口頭指導（６）

特定事業場多項目50  /日以下 ３/２５ ４/７５ ｐＨ（１）・鉱油類（３） 口頭指導（４） 

一般事業場多項目50  /日以上 ３/８ ３/２０ ｐＨ（３） 口頭指導（３） 

一般事業場多項目50  /日以下 ０/８ ０/１８   

特定事業場４項目50  /日以上 ８/２９ １１/６０ 動植物油（７）・ｐＨ（３）・ＢＯＤ（２）・ＳＳ（２） 口頭指導（１１） 

一般事業場４項目50  /日以上 １０/２１ １４/３７ 動植物油（１４）・ＢＯＤ（２）・ＳＳ（２）・ｐＨ（１） 注意書（１）・口頭指導（１３）

自動式車両洗浄施設 ２４/６２ ２４/６２ 鉱油類（２４） 口頭指導（２４） 

洗たく業（ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ使用） ０/１ ０/４   

合   計 ５３/１７５ ６３/４０８
鉱油類（２９）・動植物油（２２）・ｐＨ（１１）・ 

ＢＯＤ（４）・ＳＳ（４）・フェノール類（１） 
 

 

    年 度 

区分 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

立入対象事業場数 １６９ １７７ １７０ １７３ １７５

立入検査回数 ３９４ ４０８ ３９９ ４０１ ４０８

排水基準超過件数 ８３ ７９ ５７ ５６ ６３ 
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（R04年度末）

管渠総延長 3,447,442 m

　　公共下水道 3,412,994 m

　　都市下水路 34,448 m

～24年度 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 計

公共下水道（ｍ） 3,167,175 47,328 36,790 49,111 38,006 14,908 24,521 11,270 12,855 5,025 6,005 3,412,994

管渠延長 都市下水路（ｍ） 34,448 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 34,448

本管 　  　計　  　（ｍ） 3,201,623 47,328 36,790 49,111 38,006 14,908 24,521 11,270 12,855 5,025 6,005 3,447,442

排 土 延 長（ｍ） 530,803 9,130 13,826 10,602 2,491 3,862 1,826 2,012 5,955 6,773 5,217 592,497

排   土   量（ ） 45,775 3,197 1,828 1,005 2,905 3,353 7,074 7,616 11,839 12,561 11,511 108,664

施設の現況と維持管理状況

管　　　　内
排土，清掃

２．管渠維持管理（新潟市）
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